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証券コード　3625

2020年９月９日

株 主 各 位

東 京 都 新 宿 区 西 新 宿 三 丁 目 2 0 番 ２ 号

テックファームホールディングス株式会社
代 表 取 締 役 社 長 永 守 秀 章

第29回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第29回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので
ご案内申しあげます。
　なお、当日のご出席に代えて、以下のいずれかの方法によって議決権を行使す

ることができますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、

議決権を行使してくださいますようお願い申しあげます。

［書面による議決権行使の場合］

　同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、2020年９月24

日（木曜日）午後６時30分までに到着するようご返送ください。

［インターネットによる議決権行使の場合］

　当社指定の議決権行使サイト（https://evote.tr.mufg.jp/）にアクセスしてい

ただき、同封の議決権行使書用紙に表示された「ログインID」及び「仮パスワー

ド」をご利用のうえ、画面の案内に従って、2020年９月24日（木曜日）午後６時

30分までに、議案に対する賛否をご入力ください。

　なお、インターネットによる議決権行使に際しましては、３頁の「インターネ

ットによる議決権行使のお手続きについて」をご確認くださいますようお願い申

しあげます。

敬　具
記

１．日 時 2020年９月25日（金曜日）午前10時

２．場 所 東京都新宿区西新宿三丁目20番２号

東京オペラシティタワー７階　第一・第二会議室

（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）
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３．目 的 事 項

報 告 事 項 １．第29期（2019年７月１日から2020年６月30日まで）事業

報告及び連結計算書類並びに会計監査人及び監査等委員

会の連結計算書類監査結果報告の件

２．第29期（2019年７月１日から2020年６月30日まで）計算

書類報告の件

決 議 事 項

第１号議案

第２号議案

剰余金処分の件

取締役（監査等委員である取締役を除く。）３名選任の件

第３号議案 監査等委員である取締役３名選任の件

以　上

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出

くださいますようお願い申しあげます。

◎代理人により議決権を行使される場合は、議決権を有する株主の方に委任する

場合に限られます。なお、代理人は１名とさせていただきます。

◎本招集ご通知に添付すべき書類のうち、「連結注記表」及び「個別注記表」に

つきましては、法令及び当社定款第15条の規定に基づき、インターネット上の

当社ウェブサイト（アドレスhttps://www.techfirm-hd.com/）に掲載しており

ますので、本招集ご通知には記載しておりません。なお、監査等委員会が監査

報告を、会計監査人が会計監査報告をそれぞれ作成するに際して監査した連結

計算書類及び計算書類には、本招集ご通知記載のもののほか、この「連結注記

表」及び「個別注記表」として表示すべき事項も含まれております。

◎株主総会参考書類並びに事業報告、連結計算書類及び計算書類に修正が生じた

場 合 は 、 イ ン タ ー ネ ッ ト 上 の 当 社 ウ ェ ブ サ イ ト （ ア ド レ ス

https://www.techfirm-hd.com/）に掲載させていただきます。

◎新型コロナウイルス感染防止対応について、ご案内いたします。

・本株主総会の議決権行使は、書面（郵送）又はインターネットによる事前行

使が可能ですので、ぜひご利用をご検討ください。

・本株主総会に出席される株主様におかれましては、ご自身の体調をご確認の

うえ感染防止にご配慮いただきご来場お願い申しあげます。

また、株主総会会場において、感染防止のための措置を講じる場合がありま

すので、ご協力くださいますようお願い申しあげます。

・今後の状況により株主総会の運営に変更が生じる場合は、当社ウェブサイト

（http://www.techfirm-hd.com/）にてお知らせいたします。
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＜インターネットによる議決権行使のお手続きについて＞

　インターネットにより議決権を行使される場合は、下記事項をご確認のうえ、
行使していただきますようお願い申しあげます。
　当日ご出席の場合は、書面（郵送）又はインターネットによる議決権行使のお
手続きはいずれも不要です。

記
１．議決権行使サイトについて
　（１）インターネットによる議決権行使は、パソコン又はスマートフォンから

当社の指定する議決権行使サイト（https://evote.tr.mufg.jp/）にアク
セスしていただくことによってのみ実施可能です。（ただし、毎日午前
２時から午前５時までは取り扱いを休止します。）

　（２）インターネット接続にファイアーウォール等を使用されている場合、ア

ンチウイルスソフトを設定されている場合、TLS暗号化通信を指定されて

いない場合、proxyサーバーをご利用の場合、株主様のインターネット利

用環境によっては、ご利用できない場合もございます。

　（３）インターネットによる議決権行使は、2020年９月24日（木曜日）の午後

６時30分まで受け付けいたしますが、お早めに行使していただき、ご不

明な点等がございましたらヘルプデスクへお問い合わせください。

２．インターネットによる議決権行使方法について

　（１）パソコンによる方法

　　　・議決権行使サイト（https://evote.tr.mufg.jp/）において、議決権行使

書用紙に記載された「ログインID」及び「仮パスワード」をご利用いた

だき、画面の案内に従って賛否をご入力ください。

　　　・株主様以外の第三者による不正アクセス（“なりすまし”）や議決権行

使内容の改ざんを防止するため、ご利用の株主様には、議決権行使サイ

ト上で「仮パスワード」の変更をお願いすることになりますのでご了承

ください。

　　　・株主総会の招集の都度、新しい「ログインID」及び「仮パスワード」を

ご通知いたします。

　（２）スマートフォンによる方法

　　　・議決権行使書用紙に記載の「ログイン用QRコード」をスマートフォンに

より読み取ることで、議決権行使サイトに自動的に接続し、議決権行使

を行うことが可能です。

　　　　（「ログインID」及び「仮パスワード」の入力は不要です。）

　　　・セキュリティの観点からQRコードを用いた議決権行使は１回に限り可能

です。２回目以降は、QRコードを読み取っても「ログインID」「仮パス

ワード」の入力が必要になります。

　　　・スマートフォン機種によりQRコードでのログインができない場合があり

ます。QRコードでのログインができない場合には、上記２.（１）パソコ

ンによる方法にて議決権行使を行ってください。

※QRコードは(株)デンソーウェーブの登録商標です。

－ 3 －
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３．複数回にわたり行使された場合の議決権の取り扱い

　（１）書面（郵送）とインターネットにより重複して議決権を行使された場合

は、インターネットによる議決権行使の内容を有効として取り扱わせて

いただきますのでご了承ください。

　（２）インターネットにより複数回にわたり議決権を行使された場合は、 後

に行使された内容を有効とさせていただきます。

４．議決権行使サイトへのアクセスに際して発生する費用について

　　議決権行使サイトへのアクセスに際して発生する費用（インターネット接続

料金等）は、株主様のご負担となります。

以　上

システム等に関するお問い合わせ

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部（ヘルプデスク）

・電話　0120-173-027（受付時間　９：00～21：00、通話料無料）
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（添付書類）

事　 業　 報　 告

(2019年７月１日から
2020年６月30日まで)

１．企業集団の現況に関する事項

(1)  事業の経過及びその成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、米中貿易問題の長期化や消費税

率引き上げ後の影響が懸念されるなか、緩やかな回復基調を持続しており

ましたが、2020年２月下旬からの新型コロナウイルス感染症の感染拡大に

より、世界的規模で経済活動の停滞が顕在化し、更にその終息時期の見通

しは立たず実体経済への影響は深刻なものとなっております。

当社グループが属する情報サービス業界におきましては、経済活動の停

滞や先行き不透明感により短期的にはIT投資を控える動きがみられるも

のの、感染症予防を契機としたリモートワークの拡大に加え、パラダイム

シフトとも言うべき働き方の変化により中長期的にはICTを活用した課題

解決や新たな事業創出などデジタルトランスフォーメーション（DX）の取

り組みが加速していくと見込まれます。

当社グループはICTソリューション事業を柱とし、先端技術を基盤とし

た高付加価値ソリューションや業界特化型プラットフォームのサービス

の提案設計から開発、運用保守まで、ワンストップの支援体制を提供でき

ることを強みとしております。また、独立系のソフトウエア会社として

様々な業種で蓄積したICTの知見と技術力を活かし、自動車アフターマー

ケット事業、農水産物輸出ソリューション事業を始めとした自社サービス

を育成、進化させることでグループの事業基盤、収益力の強化を目指して

おります。

当連結会計年度の経営成績は、売上高は6,311,505千円（前連結会計年

度比4.3％減）、営業利益は219,377千円（同69.5％減）、経常利益は

226,019千円（同68.4％減）、親会社株主に帰属する当期純損失は、連結

子会社である株式会社We Agriの将来事業計画において当初予測からの乖

離が生じたため、のれんの減損処理による特別損失を590,159千円計上し

たことにより、492,615千円（前連結会計年度は親会社株主に帰属する当

期純損失16,859千円）となりました。

－ 5 －
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セグメント別の経営成績は、以下のとおりであります。なお、当連結会

計年度より、従来「ソフトウエア受託開発」事業としていた報告セグメン

トの名称を「ICTソリューション」事業に変更しております。なお、セグ

メント名称のみの変更であるため、セグメント情報に与える影響はありま

せん。

（ICTソリューション事業）

ICTソリューション事業においては、通信キャリア向けでAI関連の大型

開発案件が過去２年間集中し、当連結会計年度はその反動減により減収減

益となりました。今後も5Gの商用化を始めとしたテクノロジーの隆盛に

よりこのような一過性の増減がみられる場合がありますが、事業全体とし

て右肩上がりの成長が持続するものと考えております。他領域では、金融

向けはキャッシュレス関連の開発が落ち着き案件数は減少しましたが、エ

ンタメ向け及びメディア向けにおいてコロナ禍以前の受注が好調であっ

たため、第４四半期連結会計期間に限れば売上高及び営業利益共に前年並

みに回復しております。

しかしながら、新型コロナウイルスの影響は第２波の懸念もあり、すで

に小売、旅行、エンタメ業界は甚大な損害が発生していることから、それ

ら業界に属する顧客の受注動向は注視していく必要があります。当社グ

ループの顧客層は特定業種に偏らず資本力の大きい大手企業からの直請

案件が大半を占めていることが強みですが、感染症の拡大が終息するまで

はIT投資の抑制、選別の動きが見込まれると想定されます。また、営業活

動は計画していたイベント、セミナーの中止や対面営業の抑制により新規

顧客との接点減少や商談の長期化がみられます。既存顧客の横展開の提

案活動の推進、自社ウェブサイト等を通じたブログ、ウェブマーケティン

グを強化し需要の回復に備えると共に、社内ではコロナ後もリモートワー

クを継続していくことで「働き方の多様性」を尊重する企業として技術力

の高いエンジニアに求められる企業風土を確立してまいります。

上記により、当連結会計年度のICTソリューション事業の売上高は

4,659,213千円（前連結会計年度比8.0％減）、セグメント利益は1,050,110

千円（同19.2％減）となりました。
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（自動車アフターマーケット事業）

自動車アフターマーケット事業の営業体制は、新規顧客企業へのアプロ

ーチから関係構築まで時間をかけ、必要かつ 適なソフトウエアを提案す

る課題解決型であることから例年下期偏重傾向の収益推移を辿る傾向が

あります。新型コロナウイルス感染拡大による外出制限の要請のため、訪

問営業活動が限定的となり、商談の中断、納品設定作業の延期等が発生し

影響は下期に集中しました。既存ユーザーへのサポート営業もリモート

対応を実施するなど業務効率化による営業コストの圧縮を進めましたが、

利益率の高いソフトウエアの販売減少やハードウエア及び業務フローに

合わせたカスタマイズ開発要望等、パッケージ販売以外の収入も想定を下

回り減収減益となりました。

主要顧客である整備鈑金事業者は、車検、給油所、中古車販売等を手掛

ける企業も多く、コロナによる自動車関連産業全体の景気冷え込みは懸念

されますが、経済産業省が主導する「サービス等生産性向上IT導入支援事

業」の具体的施策である「IT導入補助金」は2020年度も継続されることが

決定しており、当社システムも認定されております。当該補助金を活用し

た導入提案についても強化しながら、グループの技術力を活用した新たな

クラウド型システムの開発投資、ロードサービス管理システム等の既存ラ

インナップにおいてもバージョンアップを進め、ユーザーの利便性を高め

ることで顧客数を増やし収益拡大につなげてまいります。

上記により、当連結会計年度の自動車アフターマーケット事業の売上高

は1,371,053千円（前連結会計年度比14.4％減）、セグメント損失は13,346

千円（前連結会計年度はセグメント利益45,480千円）となりました。

（農水産物輸出ソリューション事業）

農水産物輸出ソリューション事業は、グループのICTのノウハウを活用

し煩雑な輸出業務のデジタル化を進め、海外販路の拡大と流通データの蓄

積を図ることで流通プラットフォーム・ビジネスの確立を目指してまいり

ました。海外販路は富裕層が多く日本産品のニーズが高いシンガポール

と香港での開拓に注力してまいりましたが、新型コロナウイルス感染症の

拡大の影響により、海外への航空貨物便の運航が大幅に減少し、海外現地

での新規営業活動も停滞しております。特に主要輸出先であるシンガポ

ールでは、外出、移動規制は日本以上に厳格であることや、香港では感染

症に加え中国の影響力拡大による政治情勢の不安定さも懸念されます。

このような状況を踏まえ、今後の事業計画を保守的に見直した結果、当初

予測から乖離が生じたため、株式会社We Agriの株式取得に係るのれんの

減損損失590,159千円を計上することといたしました。
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一方、感染症の終息後を見据えた動きとして、株式会社We Agriは青果

仲卸国内 大手の株式会社ベジテックとの業務提携を進めました。グル

ープのテクノロジー支援とベジテックとのパートナーシップを通じて、ベ

ジテックが持つ輸入、仲卸、青果加工業務の知見を共有し、受発注や配

送、在庫管理などの仲卸業務の効率化を進め、業界全体のDXを目指しま

す。また、ウィズコロナ・アフターコロナの消費者行動に即した当社グル

ープ初のD2C(Direct to Consumer)サービスとして、中央卸売市場にて厳

選した青果や魚などを直接消費者に届ける通販サイト「大田市場直

送.com」を開設しました。さらには、同サービスのノウハウを活用し、海

外向けの越境D2Cサービスにも取り組む予定です。

上記により、当連結会計年度の農水産物輸出ソリューション事業の売上

高は356,583千円、セグメント損失は224,876千円となりました。

なお、当セグメントは、前連結会計年度は貸借対照表のみを連結してい

たため、前連結会計年度との比較分析は行っておりません。

(2)  設備投資の状況

　当連結会計年度中に実施いたしました当社グループの設備投資の総額は

18,231千円であり、その主なものは、当社銀座事務所の改修に伴う内装工事

及び事務所備品等であります。

(3)  資金調達の状況

　当社グループは、機動的かつ安定した資金の調達を行うため、主要取引金

融機関と借入極度額合計900,000千円の当座貸越契約及び借入極度額合計

1,100,000千円のコミットメントライン契約をそれぞれ締結しております。

これら契約に基づく当連結会計年度末における借入の実行残高はありませ

ん。

　なお、連結子会社、株式会社We Agriにおいて、運転資金の目的で、主要

取引金融機関より8,334千円の借入を行っております。

(4)  他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況

該当事項はありません。

－ 8 －

事業の経過及びその成果、設備投資の状況、資金調達の状況、他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等
の取得又は処分の状況
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(5)  財産及び損益の状況

①企業集団の財産及び損益の状況
（単位：千円）

期　別

区　分

第26期
(2017年６月期)

第27期
(2018年６月期)

第28期
(2019年６月期)

第29期
(当連結会計年度)
(2020年６月期)

売 上 高 4,668,513 5,822,184 6,593,926 6,311,505

経 常 利 益 161,932 552,334 714,749 226,019

親会社株主に帰属する
当期純利益又は親会社株
主に帰属する当期純損失
( △ )

26,173 232,951 △16,859 △492,615

１株当たり当期純利益又は１
株当たり当期純損失(△)

3円73銭 31円50銭 △2円31銭 △69円33銭

総 資 産 5,149,475 5,570,940 5,880,661 4,307,080

純 資 産 3,897,458 4,127,902 3,978,775 3,061,584

１株当たり純資産額 517円01銭 544円80銭 524円19銭 421円90銭

（注）　　１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失は、自己株式を控除した期中平均発
行済株式総数により、１株当たり純資産額は、自己株式を控除した期末発行済株式総
数により算出しております。

②当社の財産及び損益の状況
（単位：千円）

期　別

区　分

第26期
(2017年６月期)

第27期
(2018年6月期)

第28期
(2019年６月期)

第29期
(当事業年度)
(2020年６月期)

営 業 収 益 542,151 548,566 1,472,835 662,632

経 常 利 益 99,504 67,745 851,801 67,798

当期純利益又は当期純損
失 （ △ ）

65,403 △242,770 △160,131 △468,648

１株当たり当期純利益
又は１株当たり当期純
損 失 （ △ ）

9円32銭 △32円83銭 △21円97銭 △65円96銭

総 資 産 4,799,460 4,402,981 4,154,608 3,352,462

純 資 産 4,143,183 3,878,181 3,523,089 2,715,582

１株当たり純資産額 558円35銭 522円51銭 481円85銭 381円87銭

（注）　　１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失は、自己株式を控除した期中平均発
行済株式総数により、１株当たり純資産額は、自己株式を控除した期末発行済株式総
数により算出しております。

(6)  重要な親会社及び子会社の状況

①親会社の状況

　該当事項はありません。

－ 9 －

財産及び損益の状況、重要な親会社及び子会社の状況
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②重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金
当 社 の
出 資 比 率

主 要 な 事 業 内 容

テックファーム株式会社 100,000千円 100.0%
先端技術を活用した業務システムの
受託開発･運用保守

Prism Solutions Inc.
3,088,755

米ドル
100.0%

米国カジノ市場向けモバイル電子マ
ネーサービスの事業開発、運営

Techfirm USA Inc.
500,000

米ドル
100.0%
（間接）

業務システム及び基幹システム等の
受託開発

株式会社EBE 30,000千円 67.5%
自動車整備業界向けソフトウエア開
発・販売

株式会社We Agri 95,101千円 40.8%
農産物及び農産加工品の海外輸出、
農業に関するコンサルティング業務

③事業年度末日における特定完全子会社の状況

会 社 名 住 所
帳 簿 価 額 の
合 計 額

当 社 の
総 資 産 額

テックファーム株式会社 東京都新宿区西新宿三丁目20番2号 816,225千円 3,352,462千円

－ 10 －

重要な親会社及び子会社の状況
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(7)  対処すべき課題

①先端技術の習得

あらゆる産業分野において、先端技術を活用したDXが進み、今後も拡大し

ていくものと予測されております。当社グループは、市場ニーズに的確に応

えることが出来る技術力を習得し保持するため、ICTソリューション事業にお

いて先端技術（AI、IoT、5G、ビッグデータ、VR/AR/MR、画像音声認識等）を

活用した案件を増やしていくことが重要と捉えております。また、パートナ

ー企業とのアライアンス等による、新技術の研究・実証実験に努め、お客さ

まのITパートナーとして、生産性の向上やビジネスの発展に貢献してまいり

ます。

②人材の確保と育成

当社グループが、中長期的に成長していくためには、優秀なエンジニアの

確保と育成が重要な課題であると認識しております。このような課題に対処

するため、通年採用、完全オンライン面接による採用機会の拡大や、米国の

グループ会社を拠点としたグローバル採用を進め、国籍に捉われない幅広い

人材の獲得に努めております。また、当社グループは「働き方の多様性」を

尊重しており、リモートワーク、時短勤務を制度化することで職場環境の充

実に力を入れると共に、スキルアップのための資格補助や教育研修制度を整

え、能力を 大限に発揮できる仕組みを確立してまいります。

③事業領域の拡大

売上高の多くを占めるICTソリューション事業は受注型の事業モデルとな

っているため、強固な経営基盤と持続的な成長を可能とする多極的な事業構

造に転換していく必要があります。当社グループは創業以来ICTを活用し、

様々な業界のお客さまと業務効率化・改善を実現してまいりました。その知

見とノウハウを融合し発展させることで、先見的な自社ソリューションの開

発、事業化を推進し、また、グループ企業とのシナジー、デジタル化による

イノベーションが見込める産業においてはM&A、資本業務提携も視野にいれた

事業領域の拡大、収益構造の変革にも取り組んでまいります。

－ 11 －

対処すべき課題
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(8)  主要な事業内容（2020年６月30日現在）

①ICTソリューション事業

ICTソリューション事業は、先端技術を活用した業務システム及び基幹シス

テム等の受託開発・運用保守等を行っております。

②自動車アフターマーケット事業

自動車アフターマーケット事業は、自動車整備工場向けを主としたソフト

ウエア開発・販売・運用保守等を提供しております。

③農水産物輸出ソリューション事業

農水産物輸出ソリューション事業は、農産物及び農産加工品の海外輸出、

卸売、農業に関するコンサルティング業務等を行っております。

(9)  主要な営業所（2020年６月30日現在）

①当社

本　社　　：東京都新宿区

銀座事務所：東京都中央区

②子会社

テックファーム株式会社　本社　：東京都新宿区

Prism Solutions Inc.　　本社　：アメリカ合衆国ネバダ州

株式会社EBE　　　　　　 本社　：東京都千代田区

支店　：札幌支店（北海道札幌市）

仙台支店（宮城県仙台市）

長野支店（長野県松本市）

金沢支店（石川県金沢市）

近畿支店（大阪府大阪市）

中国・四国支店（広島県広島市）

九州支店（福岡県福岡市）

沖縄支店（沖縄県浦添市）

株式会社We Agri　　　　 本社　：東京都中央区

③孫会社

Techfirm USA Inc.　　　 本社　：アメリカ合衆国カリフォルニア州

－ 12 －

主要な事業内容、主要な事業所
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(10)  使用人の状況（2020年６月30日現在）

①企業集団の使用人の状況

事 業 区 分 使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

I C T ソ リ ュ ー シ ョ ン 事 業 218名 9名増

自動車アフターマーケット事業 53名 －

農水産物輸出ソリューション事
業

5名 1名増

全 社 （ 共 通 ） 35名 6名増

合 計 311名 16名増

（注）１．使用人数は就業員数であり、臨時従業員、休職者等は除いております。

２．全社（共通）として記載されている使用人数は、特定の事業に区分できない管理部門

等に所属しているものであります。

②当社の使用人の状況

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

35名 6名増 37.7歳 4.7年

（注）　　使用人数は就業員数であり、臨時従業員、休職者等は除いております。

(11)  主要な借入先の状況（2020年６月30日現在）

①当社の借入先の状況

　当社は株式会社りそな銀行、株式会社三井住友銀行及び株式会社みずほ銀

行との間で、借入極度額合計900,000千円の当座貸越契約を、また、株式会

社りそな銀行及び株式会社三井住友銀行との間で、借入極度額合計

1,100,000千円のコミットメントライン契約をそれぞれ締結しております。

これら契約に基づく当連結会計年度末における借入の実行残高はありませ

ん。

　なお、下記社債の当連結会計年度末残高があります。

・株式会社りそな銀行保証付及び適格機関投資家限定 第４回無担保社債

500,000千円

②当社連結子会社、株式会社We Agriの借入先の状況

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 8,334千円

(12)  その他企業集団の現況に関する重要な事項

  該当事項はありません。

－ 13 －

使用人の状況、主要な借入先の状況、その他会社の現況に関する重要な事項
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２．会社の現況に関する事項

(1)  会社の株式に関する事項（2020年６月30日現在）

①  発行可能株式総数 17,000,000株

②  発行済株式の総数 7,515,000株

（自己株式463,834株を含む）
（注）2019年11月29日付で実施した自己株式の消却により、発行済株式の総数は187,000株減少しております。

③  株主数 5,467名

④  大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

株 ％

株式会社TOKAIコミュニケーションズ 638,000 9.05

筒 　 井 　 雄 一 朗 456,000 6.47

小 林 正 興 278,000 3.94

株 式 会 社 読 売 新 聞 東 京 本 社 264,000 3.74

K B L . E P B   S . A  1 0 7 7 0 4 260,500 3.69

山 村 慶 子 215,000 3.05

株 式 会 社 ミ ラ イ ト 200,000 2.84

志 村 貴 子 175,000 2.48

山 　 村 　 美 寿 寿 129,200 1.83

山 村 東 晃 102,000 1.45

（注）１．当社は、自己株式463,834株を保有しておりますが、上記大株主からは除外しておりま

す。

２．持株比率は自己株式（463,834株）を控除して計算しております。

(2)  その他株式に関する重要な事項

該当事項はありません。

－ 14 －

会社の株式に関する事項
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３．会社の新株予約権等に関する事項

(1)  当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価とし

て交付された新株予約権の状況

名 称 第９回新株予約権

発 行 決 議 日 2018年９月25日

新 株 予 約 権 の 数 600個

新 株 予 約 権 の 目 的 と な る
株 式 の 種 類 と 数

普通株式
60,000株

新 株 予 約 権 の 払 込 金 額 1円

新 株 予 約 権 の 行 使 に 際 し て
出 資 さ れ る 財 産 の 価 額

１株当たり
1,290円

権 利 行 使 期 間
2021年10月11日から
2025年10月10日まで

行 使 の 条 件 （注）

役 員 の
保有状況

取 締 役
（監査等委員を除く｡）

新株予約権の数     600個
目的となる株式数60,000株
保有者              ２名

取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ）

新株予約権の数      ０個
目的となる株式数    ０株
保有者              ０名

(注)  第９回新株予約権の行使の条件

(1）新株予約権者は、当社の2021年６月期における営業利益の額が5.5億円を超過した場

合に限り、本新株予約権を行使することができるものとする。なお、上記の営業利

益の判定においては、当社の有価証券報告書に記載された連結損益計算書（連結損

益計算書を作成していない場合は損益計算書）における営業利益の数値を用いるも

のとし、当該連結損益計算書に株式報酬費用が計上されている場合には、これによ

る影響を排除した株式報酬費用控除前営業利益をもって判定するものとする。また、

国際財務報告基準の適用等により参照すべき営業利益の概念に重要な変更があった

場合には別途参照すべき指標を取締役会にて定めるものとする。

(2）新株予約権者は、新株予約権の権利行使時において、当社又は当社関係会社の取締

役、監査役又は従業員であることを要する。ただし、任期満了による退任、定年退

職、その他正当な理由があると取締役会が認めた場合は、この限りではない。

－ 15 －

会社の新株予約権等に関する事項
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(3）新株予約権者は、次の各号の一に該当した場合には、未行使の新株予約権を行使で

きなくなるものとする。

  ①　禁錮以上の刑に処せられた場合

  ②　当社又は当社の関係会社の就業規則その他の社内諸規則等に違反し、又は、社会

や当社又は当社の関係会社に対する背信行為があった場合において、これにより

懲戒解雇又は辞職・辞任した場合

  ③　当社又は当社の関係会社の業務命令によらず、もしくは当社又は当社の関係会社

の書面による承諾を事前に得ず、当社又は当社の関係会社以外の会社その他の団

体の役員、執行役、顧問、従業員等になった場合

  ④　当社又は当社の関係会社に対して損害又はそのおそれをもたらした場合、その他

本新株予約権を付与した趣旨に照らし権利行使を認めることが相当でないと取締

役会が認めた場合

  ⑤　死亡した場合

  ⑥　当社所定の書面により新株予約権の全部又は一部を放棄する旨を申し出た場合

(4）新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。

(5）本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における発行可能

株式総数を超過することとなるときは、当該本新株予約権の行使を行うことはでき

ない。

(6）各本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。

(2)  当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株

予約権の状況

 該当事項はありません。

(3)  その他新株予約権等の状況

 該当事項はありません。

－ 16 －

会社の新株予約権等に関する事項
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４．会社役員に関する事項

(1)  取締役の状況（2020年６月30日現在）

地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代表取締役会長 千 原 信 悟
テックファーム株式会社 代表取締役社長
株式会社EBE 代表取締役社長
株式会社サンキテック 取締役

代表取締役社長 永 守 秀 章

CEO
テックファーム株式会社 取締役
株式会社EBE 取締役
Techfirm USA Inc. President

取 締 役 筒　井　雄一朗

株式会社ニュートリション・アクト 社外取締役
Prism Solutions Inc. President
株式会社EBE 取締役
テックファーム株式会社 取締役会長

取 締 役
(監査等委員･常勤)

小　夫　みのり
小夫みのり税理士事務所 所長
テックファーム株式会社 監査役
株式会社EBE 監査役

取 締 役
( 監 査 等 委 員 )

大 井 哲 也

TMI総合法律事務所 パートナー
株式会社ジンズホールディングス 監査役
株式会社マーケットエンタープライズ 監査役
株式会社トゥエンティーフォーセブン 監査役
TMIプライバシー＆セキュリティコンサルティン
グ株式会社 代表取締役

取 締 役
( 監 査 等 委 員 )

田 口 浩 介
田口浩介公認会計士事務所 代表
U&Iアドバイザリーサービス株式会社 取締役

（注）１．取締役（監査等委員）小夫みのり氏、大井哲也氏及び田口浩介氏は、社外取締役であ

ります。

２．取締役（監査等委員）小夫みのり氏は、税理士の資格を有しており、財務及び会計に

関する相当程度の知見を有しております。

３．取締役（監査等委員）大井哲也氏は、弁護士としての専門知識・経験等を有しており

ます。

４．取締役（監査等委員）田口浩介氏は、公認会計士としての専門知識・経験等を有して

おり、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。

５．当社は、取締役（監査等委員）小夫みのり氏、大井哲也氏及び田口浩介氏を、東京証

券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

６．当社は、監査等委員の監査･監督機能を強化し、日常的な情報収集及び社内会議への出

席による情報共有並びに内部監査部門と監査等委員との十分な連携を可能にするため、

小夫みのり氏を常勤の監査等委員として選定しております。
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(2)  取締役の報酬等の額

区 分 人 数 報 酬 等 の 額

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 を 除 く 。 ）
（う　 ち　 社　 外　 取　 締　 役）

３人
（－）

75,880千円
（－）

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ）
（う　 ち　 社　 外　 取　 締　 役）

３人
（３人）

11,400千円
（11,400千円）

合 計
（う　 ち　 社　 外　 役　 員）

６人
（３人）

87,280千円
（11,400千円）

 (注) １．取締役（監査等委員を除く。）の報酬限度額は、2016年９月21日の定時株主総会決議

において年額200,000千円以内（使用人兼務取締役の使用人分の給与を含まない。）と

決議いただいております。また、上記報酬枠とは別枠で、2018年９月25日の定時株主

総会決議においてストック・オプション報酬額として年額100,000千円以内と決議いた

だいております。

２．取締役（監査等委員）の報酬限度額は、2016年９月21日の定時株主総会決議において

年額60,000千円以内と決議いただいております。

３．上記の報酬等の額には、ストックオプション報酬として割り当てた新株予約権に係る

当事業年度の費用計上として、次の金額が含まれております。

・取締役（監査等委員を除く。）２名　3,667千円

４．上記の報酬等の額には、当社子会社の２社の役員を兼務した当社取締役（監査等委員

を除く。）２名に対し、当該子会社から支払われた報酬等の総額34,689千円は含まれ

ておりません。

(3)  社外役員に関する事項

①　他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該法人等との関係

　取締役（監査等委員）小夫みのり氏は、小夫みのり税理士事務所の所

長、テックファーム株式会社及び株式会社EBEの監査役を兼務しておりま

す。なお、同事務所と当社との間に重要な取引等の関係はありません。ま

た、テックファーム株式会社及び株式会社EBEは当社の子会社であります。

　取締役（監査等委員）大井哲也氏は、TMI総合法律事務所のパートナー、

TMIプライバシー＆セキュリティコンサルティング株式会社の代表取締役、

株式会社ジンズホールディングス、株式会社マーケットエンタープライズ

及び株式会社トゥエンティーフォーセブンの監査役を兼務しております。

なお、同事務所及び当該他の法人等と当社との間に重要な取引等の関係は

ありません。

　取締役（監査等委員）田口浩介氏は、田口浩介公認会計士事務所の代

表、U&Iアドバイザリーサービス株式会社の取締役を兼務しております。

なお、同事務所及び当該他の法人等と当社との間に重要な取引等の関係は

ありません。
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②　当事業年度における主な活動状況

区 分 氏 名 主 な 活 動 状 況

取 締 役
(監査等委員･

常勤)
小　夫　みのり

当事業年度開催の取締役会13回の全てに出席し、監査等
委員会13回の全てに出席いたしました。税理士の資格を
有しており、税務及び会計に関する専門的な見地から、
取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための
発言を行っております。また、監査等委員会において、
監査結果についての意見交換等、専門的見地から適宜、
必要な発言を行っております。

取 締 役
(監査等委員)

大 井 哲 也

当事業年度開催の取締役会13回のうち10回に出席し、監
査等委員会13回のうち10回に出席いたしました。弁護士
としての専門的な見地から、取締役会の意思決定の妥当
性・適正性を確保するための発言を行っております。ま
た、監査等委員会において、監査結果についての意見交
換等、専門的見地から適宜、必要な発言を行っておりま
す。

取 締 役
(監査等委員)

田 口 浩 介

当事業年度開催の取締役会13回のうち12回に出席し、監
査等委員会13回のうち12回に出席いたしました。公認会
計士としての専門的な見地から、取締役会の意思決定の
妥当性・適正性を確保するための発言を行っておりま
す。また、監査等委員会において、監査結果についての
意見交換等、専門的見地から適宜、必要な発言を行って
おります。

（注） 上記取締役会の開催回数のほか、会社法第370条及び定款第26条の規定に基づき、取締役

会決議があったものとみなす書面決議が10回ありました。

③　締結している責任限定契約の内容の概要

　当社と各取締役（監査等委員）は、会社法第427条第１項の規定に基づ

き、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しておりま

す。

　同契約においては、会社法第423条第１項の責任について、同法第425条

第１項に定める 低責任限度額を損害賠償責任の限度としております。
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５．会計監査人の状況

(1) 会計監査人の名称

有限責任 あずさ監査法人

(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 31,000千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の
財産上の利益の合計額

31,000千円

 
（注）１．当社と有限責任 あずさ監査法人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金

融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区

分できませんので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を

記載しております。

２．監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見

積りの算出根拠などが適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計

監査人の報酬等の額について同意の判断をいたしました。

(3) 非監査業務の内容

　該当事項はありません。

(4) 責任限定契約の内容の概要

　該当事項はありません。

(5) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要

があると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任

に関する議案の内容を決定いたします。

　また、監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項

目に該当すると認められる場合は、監査等委員全員の同意に基づき、会計監

査人を解任いたします。この場合、監査等委員会が選定した監査等委員は、

解任後 初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨と解任

の理由を報告いたします。
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６．会社の体制及び方針
(A)　業務の適正を確保するための体制

　2016年９月21日開催の第25回定時株主総会決議に基づき、監査役会設置会

社から監査等委員会設置会社に移行したことに伴い、監査等委員会の監査が

実効的に行われていることを確保するための体制及び取締役の職務の執行

が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社の業

務の適正を確保するための体制として、2016年９月21日開催の取締役会にお

いて決議いたしました。決議及び運用状況の概要は以下のとおりでありま

す。

(1) 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

①　取締役は、法令又は定款違反の事実、及びそのおそれがある事実を発見

した場合には、速やかに監査等委員へ報告するとともに、取締役会にお

いて報告する。

②　内部通報制度を整備し、法令違反等の事前防止及び早期発見に努める。

③　内部監査室が内部監査を実施し、取締役の法令又は定款違反、その他の

不適切な行為を発見した場合には、直ちに取締役会に報告する。

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

①　文書（関連資料及び電子媒体に記録されたものを含む。）やその他の情

報管理に関する社内規程を整備し、これを遵守する。

②　文書の保存期間については、法令に定められているもののほか、社内規

程に従い、業務上必要な期間保存する。

(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

①　各種業務執行に関する社内規程を整備し、これを遵守することにより、

事業リスクの把握と低減に努める。

②　情報セキュリティにおけるリスクについては、「情報セキュリティ基本

方針」及び「個人情報保護方針」並びにそれらに基づいて策定された関

連諸規程に従い、適切に管理する。

③　内部監査室が内部監査を実施し、法令又は定款違反、その他の事由に基

づく損失の危険がある行為を発見した場合には、直ちに取締役会に報告

する。

(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

①　組織の構成と各組織の業務分掌と責任・権限を明確にする組織規程、業

務分掌規程、及び職務権限規程を整備する。

②　取締役会を毎月１回開催し、法令や善良なる管理者の注意義務等に基づ

き重要事項の決定を行うとともに、定期的に職務の執行状況等について

報告する。また、必要に応じて臨時取締役会を開催する。

③　取締役は、社内の重要会議等に出席し、各部署の状況を的確に把握する

とともに、取締役会における判断材料の収集に努める。
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④　取締役会の意思決定機能と監督機能の強化及び業務執行の効率化を図る

ため執行役員制度を採用する。

(5) 使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

①　グループ倫理憲章及び就業規則において、法令や社内規程の遵守につい

て定め、その必要性及び重要性を周知する。

②　内部通報制度を整備し、法令違反等の事前防止及び早期発見に努める。

③　内部監査室が内部監査を実施し、使用人の法令又は定款違反、その他の

不適切な行為を発見した場合には、直ちに取締役会に報告する。

(6) 当社及びその子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するため

の体制

①　子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当該株式会社への報告に関

する体制

グループ管理規程を整備し、子会社の自主性を尊重しつつ、当社におけ

る承認事項及び当社に対する報告事項等を明確にし、その執行状況をモ

ニタリングする。

②　子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

a　グループ管理規程に基づき、子会社において法令又は定款違反、その

他の事由に基づく損失の危険がある行為が発見された場合には、発見

された危険の内容とそれがもたらす損失の程度等について、直ちに取

締役会に報告する。

b　内部監査室が子会社に対する内部監査を実施し、法令又は定款違反、

その他の事由に基づく損失の危険がある行為が発見された場合には、

発見された危険の内容とそれがもたらす損失の程度等について、直ち

に取締役会に報告する。

③　子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するため

の体制

子会社の機関設計及び業務執行体制につき、子会社の事業、規模、当社

グループ内における位置付け等を勘案の上、定期的に見直し、効率的に

その業務が執行される体制が構築されるよう監督するとともに、子会社

における意思決定について、子会社における業務執行者の権限と責任を

明らかにさせ、組織的かつ効率的な業務執行が行われるよう、必要に応

じて指導を行う。

④　子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合するこ

とを確保するための体制

a　子会社に対し、その役職員へのグループ倫理憲章の周知徹底を要請し、

当社グループ全体としての統制環境の醸成に努める。

b　内部監査室が子会社に対する内部監査を実施し、取締役等及び使用人

の法令又は定款違反、その他の不適切な行為を発見した場合には、直

ちに取締役会に報告する。

－ 22 －

会社の体制及び方針



2020/08/27 16:50:28 / 20644650_テックファームホールディングス株式会社_招集通知

(7) 監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に関する事項

監査等委員がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、必

要な員数及び求められる資質について、監査等委員と協議の上、適切に

対応する。

(8) 前項の取締役及び使用人の当社の他の取締役からの独立性に関する事項

①　補助使用人が監査業務を補助するに当たって監査等委員から命令を受け

た事項については、監査等委員以外からの指揮命令は受けない。

②　補助使用人の任命・異動、人事評価及び懲戒等については、監査等委員

の意見を尊重する。

(9) 監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に対する指示の実効性

の確保に関する事項

取締役及び使用人は、補助使用人の業務が円滑に行われるよう、監査環

境の整備に協力する。

(10) 当社の取締役及び使用人が当社の監査等委員会に報告をするための体制

取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人は、法令及び規

程に定められた事項のほか、監査等委員会から報告を求められた事項に

ついて速やかに監査等委員会に報告する。報告の方法（報告者、報告受

領者、報告時期等）については、取締役と監査等委員会との協議により

決定する方法によるものとする。

(11) 子会社の取締役、監査役及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者が

当社の監査等委員会に報告をするための体制

①　子会社の取締役等及び使用人は、法令及び規程に定められた事項のほ

か、子会社の監査役から報告を求められた事項について速やかに子会社

の監査役に報告するとともに、当社の子会社管理担当部署に報告する。

②　子会社の取締役、監査役及び使用人から報告を受けた事項について、当

社の子会社管理担当部署が当社の監査等委員会に報告するべき事項及

びその方法は、取締役と監査等委員会との協議により決定する。

③　内部通報制度の適用対象に子会社を含め、子会社における法令、定款、

又は社内規程に違反する重大な事実、その他コンプライアンス上の重大

な問題にかかる通報について、監査等委員会への適切な報告体制を確保

する。

(12) 報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けな

いことを確保するための体制

①　当社は、監査等委員会に報告をした者について、当該報告を行ったこと

を理由として不利な取扱いを行わない。

②　監査等委員会は、報告をした使用人の異動、人事評価及び懲戒等に関し

て、取締役にその理由の開示を求めることができる。
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(13) 監査等委員の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その

他の当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関

する事項

当社は、監査等委員がその職務の執行について生ずる費用の前払又は支

出した費用等の償還、負担した債務の弁済を請求したときは、その費用

等が取締役（監査等委員）の職務の執行について生じたものでないこと

を証明できる場合を除き、これに応じる。

(14) その他当社の監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するた

めの体制

①　監査等委員は、取締役会のほか、経営会議等の重要な会議に出席するこ

とができる。

②　監査等委員は、必要に応じて会計をはじめとした各種業務資料や情報シ

ステム、内部監査資料等を閲覧することができる。

③　監査等委員が、内部監査室や会計監査人と緊密な連携を保ち、積極的に

情報の交換を行うための場を設ける。

(15) 財務報告の信頼性と適正性を確保するための体制

①　当社は金融商品取引法の定めに従い、業務プロセス及びそこに内在する

リスクと統制の分析を実施し、健全な内部統制環境の構築と、全社レベ

ル及び業務レベルにおける統制活動及び評価体制の有効性維持に努め、

財務報告の信頼性と適正性を確保する。

②　内部監査室が内部監査を実施し、財務報告の信頼性と適正性を損なう危

険がある行為を発見した場合には直ちに取締役会に報告する。

(16) 反社会的勢力排除に向けた基本方針及び体制

①　当社は反社会的勢力排除に向けたガイドラインを策定し、取締役及び全

従業員に周知し、これを遵守させる。

②　顧問弁護士等の専門機関との緊密な連携関係を構築し、有事において組

織的に対応できる体制を整備する。

(B)　業務の適正を確保するための体制の運用の状況

　当社グループは、上記業務の適正を確保するための体制の適切な運用に

努めるとともに、内部監査室が業務監査や内部統制の評価を通じて、内部

統制システムの有効性を継続的にモニタリングしております。また、その

結果を取締役会に報告することにより、適切な内部統制システムの構築と

運用に努めております。

　主な運用状況については以下のとおりです。

コンプライアンス

　コンプライアンス意識の向上と不正行為等の防止を図るため、取締役及

び全従業員に定期的な研修の実施による周知徹底や内部通報制度による

通報・相談窓口の体制強化に努めております。
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リスク管理

　当社グループでは、各業務所管部署からの情報収集を実施し、経営会議

等を通じて適切な施策を講じる体制を構築しております。

財務報告に係る内部統制

　計画に基づき、内部統制評価を実施し、財務報告の信頼性の確保に努め

ております。

反社会的勢力排除

　取引先との各種契約書類内に反社会的勢力排除に関する記載を盛り込

み、反社会的勢力排除に向けた対策を徹底しております。

７．株式会社の支配に関する基本方針
　当社では、会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者のあり方に関する

基本方針については、特に定めておりません。

８．剰余金の配当等の決定に関する方針
　当社は、株主に対する利益還元を重要な経営課題と位置付け、財務体質の強

化及び積極的な事業展開に備えるため必要な内部留保を確保しつつ、業績に対

応した配当を行うことを基本方針としております。

　当社の剰余金の配当は、定時株主総会にて１回又は中間配当を含めた２回を

基本的な方針としております。配当の決定機関は、中間配当は取締役会、期末

配当は株主総会であります。

　内部留保資金につきましては、今後の事業展開への備えと研究開発投資等、

企業価値の向上に有効活用してまいりたいと考えております。

　また、自己株式の取得につきましては、経済変化に対応した機動的な資本政

策を遂行するために財務状況や株価の動向等を勘案しながら適切に対応してま

いります。

　これらの方針に基づき、2020年６月期の期末配当につきましては、その他資

本剰余金を配当原資として、１株当たり５円を予定しております。

　本事業報告中の記載数字は、金額及び株数については表示単位未満を切り捨て、

比率その他については四捨五入しております。
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連　結　貸　借　対　照　表
（2020年６月30日現在）

（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

【資　産　の　部】

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

仕 掛 品

原材料及び貯蔵品

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

工具、器具及び備品

リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

差 入 保 証 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

繰 延 資 産

社 債 発 行 費

3,734,675

2,003,654

1,596,853

38,069

294

237,478

△141,675

568,065

63,965

38,071

2,619

21,830

1,443

78,753

78,753

425,347

49,177

237,299

132,963

11,251

△5,344

4,339

4,339

【負　債　の　部】

流 動 負 債 710,590

買 掛 金 174,770

１年内返済予定の長期借入金 1,428

リ ー ス 債 務 675

未 払 金 161,228

未 払 法 人 税 等 32,855

賞 与 引 当 金 99,923

製 品 保 証 引 当 金 17,000

そ の 他 の 引 当 金 2,500

そ の 他 220,209

固 定 負 債 534,905

長 期 借 入 金 9,934

社 債 500,000

リ ー ス 債 務 972

資 産 除 去 債 務 23,169

そ の 他 829

負 債 合 計 1,245,496

【純 資 産 の 部】

株 主 資 本 2,977,361

資 本 金 1,823,260

資 本 剰 余 金 1,697,969

利 益 剰 余 金 △74,126

自 己 株 式 △469,740

その他の包括利益累計額 △2,500

その他有価証券評価差額金 △163

為替換算調整勘定 △2,337

新 株 予 約 権 22,935

非 支 配 株 主 持 分 63,787

純 資 産 合 計 3,061,584

資 産 合 計 4,307,080 負 債 及 び 純 資 産 合 計 4,307,080

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連　結　損　益　計　算　書

(2019年７月１日から
2020年６月30日まで)

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 6,311,505

売 上 原 価 3,908,148

売 上 総 利 益 2,403,356

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,183,979

営 業 利 益 219,377

営 業 外 収 益

受 取 利 息 1,478

受 取 配 当 金 87

助 成 金 収 入 19,008

そ の 他 1,732 22,306

営 業 外 費 用

支 払 利 息 3,299

為 替 差 損 3,285

支 払 手 数 料 4,686

株 式 交 付 費 償 却 670

社 債 発 行 費 償 却 1,107

そ の 他 2,613 15,664

経 常 利 益 226,019

特 別 利 益

新 株 予 約 権 戻 入 益 3,066 3,066

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 7,326

減 損 損 失 590,159 597,485

税 金 等 調 整 前 当 期 純 損 失 368,399

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 169,901

法 人 税 等 調 整 額 39,220 209,122

当 期 純 損 失 577,521

非支配株主に帰属する当期純損失 84,906

親会社株主に帰属する当期純損失 492,615

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

(2019年７月１日から
2020年６月30日まで)

（単位：千円）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当 連 結 会 計 年 度 期 首 残 高 1,823,260 1,796,880 454,739 △273,106 3,801,773

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △36,250 △36,250

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 損 失 （ △ ）

△492,615 △492,615

自 己 株 式 の 取 得 △499,959 △499,959

自 己 株 式 の 処 分 90,471 113,942 204,414

自 己 株 式 の 消 却 △189,382 189,382 －

株主資本以外の項目の当連結会
計 年 度 変 動 額 ( 純 額 )

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額 合 計 － △98,910 △528,866 △196,634 △824,411

当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 1,823,260 1,697,969 △74,126 △469,740 2,977,361

その他の包括利益累計額

新株予約権
非 支 配
株主持分

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

為替換算
調整勘定

その他の
包括利益
累計額合計

当 連 結 会 計 年 度 期 首 残 高 218 △1,526 △1,308 29,616 148,693 3,978,775

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △36,250

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 損 失 （ △ ）

△492,615

自 己 株 式 の 取 得 △499,959

自 己 株 式 の 処 分 △7,894 196,520

自 己 株 式 の 消 却 －

株主資本以外の項目の当連結会
計 年 度 変 動 額 ( 純 額 )

△382 △810 △1,192 1,213 △84,906 △84,885

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額 合 計 △382 △810 △1,192 △6,680 △84,906 △917,191

当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 △163 △2,337 △2,500 22,935 63,787 3,061,584

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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貸　借　対　照　表
（2020年６月30日現在）

（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

【資　産　の　部】

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

営 業 未 収 入 金

原材料及び貯蔵品

前 払 費 用

短 期 貸 付 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

工具、器具及び備品

リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

電 話 加 入 権

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

差 入 保 証 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

繰 延 資 産

社 債 発 行 費

2,009,830

1,131,912

178,750

294

39,347

706,747

89,049

△136,270

1,338,291

45,296

31,446

12,407

1,443

12,988

12,685

302

1,280,006

49,177

1,012,902

188,858

27,524

1,543

4,339

4,339

【負　債　の　部】

流 動 負 債 116,301

未 払 金 35,821

未 払 費 用 2,122

未 払 法 人 税 等 32,453

預 り 金 8,018

賞 与 引 当 金 12,002

そ の 他 25,884

固 定 負 債 520,579

社 債 500,000

リ ー ス 債 務 972

資 産 除 去 債 務 19,544

そ の 他 62

負 債 合 計 636,880

【純 資 産 の 部】

株 主 資 本 2,692,810

資 本 金 1,823,260

資 本 剰 余 金 1,697,969

資 本 準 備 金 500,000

その他資本剰余金 1,197,969

利 益 剰 余 金 △358,678

利 益 準 備 金 400

その他利益剰余金 △359,078

繰越利益剰余金 △359,078

自 己 株 式 △469,740

評価・換算差額等 △163

その他有価証券評価差額金 △163

新 株 予 約 権 22,935

純 資 産 合 計 2,715,582

資 産 合 計 3,352,462 負 債 及 び 純 資 産 合 計 3,352,462

（注）　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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損　益　計　算　書

(2019年７月１日から
2020年６月30日まで)

（単位：千円）

科 目 金 額

営 業 収 益

経 営 管 理 料 661,200

そ の 他 1,432 662,632

営 業 費 用 590,649

営 業 利 益 71,983

営 業 外 収 益

受 取 利 息 2,164

受 取 配 当 金 86

そ の 他 663 2,914

営 業 外 費 用

支 払 利 息 2,005

支 払 手 数 料 3,271

株 式 交 付 費 償 却 670

社 債 発 行 費 償 却 1,107

そ の 他 43 7,099

経 常 利 益 67,798

特 別 利 益

新 株 予 約 権 戻 入 益 3,066 3,066

特 別 損 失

関 係 会 社 株 式 評 価 損 468,197

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 40,470 508,668

税 引 前 当 期 純 損 失 437,803

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 20,651

法 人 税 等 調 整 額 10,193 30,844

当 期 純 損 失 468,648

（注）　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

(2019年７月１日から
2020年６月30日まで)

（単位：千円）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合　　計

資　本
準備金

その他
資本剰余金

資本剰余金
合計

利　益
準備金

その他
利益剰余金

利益剰余金
合計

繰越利益
剰余金

当 期 首 残 高 1,823,260 1,783,260 13,620 1,796,880 400 145,820 146,220 △273,106 3,493,254

当 期 変 動 額

準備金から剰余
金 へ の 振 替

△1,283,260 1,283,260 － －

剰 余 金 の 配 当 △36,250 △36,250 △36,250

当期純損失(△) △468,648 △468,648 △468,648

自己株式の取得 △499,959 △499,959

自己株式の処分 90,471 90,471 113,942 204,414

自己株式の消却 △189,382 △189,382 189,382 －

株主資本以外の
項目の当期変動
額 ( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 － △1,283,260 1,184,349 △98,910 － △504,899 △504,899 △196,634 △800,444

当 期 末 残 高 1,823,260 500,000 1,197,969 1,697,969 400 △359,078 △358,678 △469,740 2,692,810

評価・換算差額等

新 株 予 約 権 純 資 産 合 計そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算 差 額 等
合 計

当 期 首 残 高 218 218 29,616 3,523,089

当 期 変 動 額

準備金から剰余
金 へ の 振 替

－

剰 余 金 の 配 当 △36,250

当期純損失(△) △468,648

自己株式の取得 △499,959

自己株式の処分 △7,894 196,520

自己株式の消却 －

株主資本以外の
項目の当期変動
額 ( 純 額 )

△382 △382 1,213 830

当 期 変 動 額 合 計 △382 △382 △6,680 △807,507

当 期 末 残 高 △163 △163 22,935 2,715,582

（注）　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

－ 31 －
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告

独立監査人の監査報告書
2020年８月26日

テックファームホールディングス株式会社
取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人
東京事務所

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 佐 藤 太 基 

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 清 水 俊 直 

監査意見
  当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、テックファームホー
ルディングス株式会社の2019年７月１日から2020年６月30日までの連結会計
年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株
主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

 当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認
められる企業会計の基準に準拠して、テックファームホールディングス株式
会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産
及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認め
る。

監査意見の根拠
 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準
拠して監査を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算
書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が
国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し
ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監
査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断
している。

連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
  経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これに
は、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に
表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが
含まれる。

  連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連
結計算書類を作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において
一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事
項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

  監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役
の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
  監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計
算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的
な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意
見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性
があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を
与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

－ 32 －
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  監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従っ
て、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心
を保持して以下を実施する。

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重
要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の
選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分
かつ適切な監査証拠を入手する。

・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するた
めのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じ
た適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討す
る。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によ
って行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評
価する。

・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切である
かどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑
義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められる
かどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められ
る場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起する
こと、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない
場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められ
ている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づい
ているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなく
なる可能性がある。

・連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認
められる企業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記
事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が
基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務
情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書
類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単
独で監査意見に対して責任を負う。

  監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、
監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見
事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

  監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業
倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると
合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガ
ードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
  会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計
士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査人の監査報告

独立監査人の監査報告書
2020年８月26日

テックファームホールディングス株式会社
取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人
東京事務所

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 佐 藤 太 基 

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 清 水 俊 直 

監査意見
  当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、テックファー
ムホールディングス株式会社の2019年７月１日から2020年６月30日までの第
29期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等
変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」とい
う。）について監査を行った。

  当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認
められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び
損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
  当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に
準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書
類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が
国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、
監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見
表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
  経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表示することにある。これには、
不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示す
るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれ
る。

  計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算
書類等を作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般
に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を
開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

  監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役
の職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
  監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書
類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な
保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を
表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があ
り、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与える
と合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

－ 34 －
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  監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従っ
て、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心
を保持して以下を実施する。

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重
要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の
選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分
かつ適切な監査証拠を入手する。

・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するため
のものではないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた
適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によ
って行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評
価する。

・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるか
どうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義
を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるか
どうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる
場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起するこ
と、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合
は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められてい
る。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいてい
るが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる
可能性がある。

・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認め
られる企業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事
項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎と
なる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

  監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、
監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見
事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

  監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業
倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると
合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガ
ードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ
り記載すべき利害関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査人の監査報告書



2020/08/27 16:50:28 / 20644650_テックファームホールディングス株式会社_招集通知

監査等委員会の監査報告

監　査　報　告　書

　当監査等委員会は、2019年７月１日から2020年６月30日までの第29期事業
年度における取締役の職務の執行について監査いたしました。その方法及び
結果につき以下のとおり報告いたします。

１．監査の方法及びその内容
　監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に
関する取締役会決議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内
部統制システム）について取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況
について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明すると
ともに、下記の方法で監査を実施しました。

①  監査等委員会が定めた監査等委員会監査等の基準に準拠し、監査の方
針、職務の分担等に従い、会社の内部統制部門と連携の上、重要な会議
に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告
を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社に
おいて業務及び財産の状況を調査しました。また、子会社については、
子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に
応じて子会社から事業の報告を受けました。

②  会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施している
かを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況に
ついて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人
から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社
計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」
（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知
を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、
計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）
及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、
連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

－ 36 －
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２．監査の結果
（1） 事業報告等の監査結果

①  事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況
を正しく示しているものと認めます。

②  取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違
反する重大な事実は認められません。

③  内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認
めます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及
び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められませ
ん。

（2） 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であ

ると認めます。
（3） 連結計算書類の監査結果

会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であ
ると認めます。

2020年８月26日
テックファームホールディングス株式会社　監査等委員会

常勤監査等委員 小　夫　みのり 
監査等委員 大 井 哲 也 
監査等委員 田 口 浩 介 

 

（注）監査等委員は全員、会社法第２条第15号及び第331条第６項に規定する
社外取締役であります。

以　上

－ 37 －

監査等委員会の監査報告書
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株主総会参考書類

第１号議案　剰余金処分の件

　当社は、株主に対する利益還元を重要な経営課題と位置付け、財務体質の強

化及び積極的な事業展開に備えるため必要な内部留保を確保しつつ、業績に対

応した配当を行うことを基本方針としております。

　以上の方針に基づき、第29期の期末配当につきましては、当社の業績並びに

今後の経営環境を勘案しましてその他資本剰余金を原資として以下のとおりと

いたしたいと存じます。

(1) 配当財産の種類

金銭といたします。

(2) 配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金５円といたしたいと存じます。

なお、この場合の配当総額は35,255,830円となります。

(3) 剰余金の配当が効力を生じる日

2020年９月28日といたしたいと存じます。

－ 38 －

剰余金処分議案
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第２号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）３名選任の件

　取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、本議案において同じ。）

全員３名は、本総会終結の時をもって任期満了となります。

　つきましては、取締役３名の選任をお願いするものであります。

　なお、本議案について、監査等委員会において検討がなされましたが、意

見はございませんでした。

　取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番号

ふ

氏
り

　
が

　
な

名
（生年月日）

略歴、当社における地位及び担当
(重要な兼職の状況）

所有する当社
の株式の数

１

ち

千
はら

原
 

　
しん

信
ご

悟

（1969年５月29日生）

1993年９月　Federal Express 
Corporation入社

2000年10月　翼システム㈱入社
2000年12月　Tsubasa System 

America Inc.CEO
2003年４月　㈱サイバード入社
2004年５月　当社(現　テックファー

ムホールディングス㈱）
入社

2006年８月　当社(現　テックファー
ムホールディングス㈱）
経営管理部長

2006年10月　当社(現　テックファー
ムホールディングス㈱）
取締役

　　　　　　当社(現　テックファー
ムホールディングス㈱）
CFO

2008年10月　当社(現　テックファー
ムホールディングス㈱）
取締役副社長

2010年２月　エクシーダ㈱取締役
2010年３月　当社(現　テックファー

ムホールディングス㈱）
代表取締役社長

2013年８月　当社(現　テックファー
ムホールディングス㈱）
代表取締役社長CEO

2015年３月　㈱EBE代表取締役社長（現
任）

2015年７月　テックファーム㈱代表取
締役社長（現任）

　　　　　　当社(現　テックファー
ムホールディングス㈱）
代表取締役会長（現任）

2016年11月　㈱サンキテック取締役
（現任）

－株

－ 39 －

取締役選任議案
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候補者
番号

ふ

氏
り

　
が

　
な

名
（生年月日）

略歴、当社における地位及び担当
(重要な兼職の状況）

所有する当社
の株式の数

２

なが

永
もり

守
 

　
ひで

秀
あき

章

（1971年９月12日生）

1995年４月　ドレスナー証券会社
（現　コメルツ銀行）入
社

1997年４月　SBCウォーバーグ証券
会社（現　UBS証券㈱）入
社

2000年12月　クレディスイスファース
トボストン証券会社（現
クレディ・スイス証券
㈱）入社

2003年６月　㈱サイバード入社
2007年４月　㈱サイバードホールディ

ングス（現　㈱サイバー
ド）執行役員

　　　　　　㈱サイバード取締役
　　　　　　㈱JIMOS取締役
2008年４月　㈱サイバードホールディ

ングス（現　㈱サイバー
ド）執行役員COO

2011年10月　当社(現　テックファー
ムホールディングス㈱）
取締役兼CFO

2013年８月　当社(現　テックファー
ムホールディングス㈱）
取締役副社長CFO

2015年３月　㈱EBE取締役（現任）
2015年７月　テックファーム㈱取締役

（現任）
　　　　　　当社(現　テックファー

ムホールディングス㈱）
代表取締役社長CEO（現
任）

2017年２月　Techfirm USA Inc. 
President（現任）

25,000株

－ 40 －

取締役選任議案
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候補者
番号

ふ

氏
り

　
が

　
な

名
（生年月日）

略歴、当社における地位及び担当
(重要な兼職の状況）

所有する当社
の株式の数

３

つつ

筒
い

井
 

　
ゆう

雄
いち

一
ろう

朗

（1964年５月31日生）

1987年４月　キヤノン㈱入社
1993年１月　㈱ハイパーネット入社
1993年５月　㈱ハイパーネット取締役
1998年１月　当社(現　テックファー

ムホールディングス㈱）
代表取締役社長

2009年９月　当社(現　テックファー
ムホールディングス㈱）
取締役会長

2010年２月　エクシーダ㈱代表取締役
社長

2010年12月　当社(現　テックファー
ムホールディングス㈱）
取締役

2011年７月　㈱ニュートリション・ア
クト社外取締役（現任）

2011年８月　当社(現　テックファー
ムホールディングス㈱）
取締役会長

2014年３月　Prism Solutions Inc. 
President（現任）

2015年３月　㈱EBE取締役（現任）
2015年７月　テックファーム㈱取締役

会長（現任）
2017年９月　当社（現　テックファー

ムホールディングス㈱）
取締役（現任）

456,000株

(注)　各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

－ 41 －

取締役選任議案
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第３号議案　監査等委員である取締役３名選任の件

　監査等委員である取締役全員３名は、本総会終結の時をもって任期満了と

なります。

　つきましては、監査等委員である取締役３名の選任をお願いするものであ

ります。

　なお、本議案に関しましては、監査等委員会の同意を得ております。

　　　監査等委員である取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番号

ふ

氏
り

　
が

　
な

名
（生年月日）

略歴、当社における地位及び担当
(重要な兼職の状況）

所有する当社
の株式の数

１

お

小
ぶ

夫
 

　
み

み
の

の
り

り

（1973年６月18日生）

2001年４月　田尻会計事務所入社
2004年４月　税理士登録
2004年12月　小夫みのり税理士事務所

設立　所長（現任）
2006年10月　当社(現　テックファー

ムホールディングス㈱）
監査役

2010年２月　エクシーダ㈱監査役
2015年３月　㈱EBE監査役（現任）
2015年７月　テックファーム㈱監査役

（現任）
2016年９月　当社（現　テックファー

ムホールディングス㈱）
社外取締役（監査等委員・
常勤）（現任）

－株

２

おお

大
い

井
 

　
てつ

哲
や

也

（1972年１月５日生）

1991年10月　ソフトバンク・ファイナ
ンス㈱入社

2000年４月　 高裁判所司法研修所入
所

2001年10月　東京弁護士会登録
TMI総合法律事務所入所

2011年１月　TMI総合法律事務所パー
トナー（現任）

2013年11月　㈱ジェイアイエヌ（現　
㈱ジンズホールディング
ス）監査役（現任）

2014年７月　㈱マーケットエンタープ
ライズ監査役（現任）

2015年９月　当社（現　テックファー
ムホールディングス㈱）
監査役

2016年５月　㈱トゥエンティーフォー
セブン監査役（現任）

2016年９月　当社（現　テックファー
ムホールディングス㈱）
社外取締役（監査等委
員）（現任）

2019年12月　TMIプライバシー＆セキ
ュリティコンサルティン
グ㈱代表取締役（現任）

－株

－ 42 －

監査等委員選任議案
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候補者
番号

ふ

氏
り

　
が

　
な

名
（生年月日）

略歴、当社における地位及び担当
(重要な兼職の状況）

所有する当社
の株式の数

３

た

田
ぐち

口
 

　
こう

浩
すけ

介

（1974年７月27日生）

1998年10月　監査法人トーマツ入所
2002年４月　公認会計士登録
2004年７月　田口浩介公認会計士事務

所設立　代表（現任）
弁護士法人キャスト（現
　弁護士法人瓜生・糸賀
法律事務所）入所

2004年11月　税理士登録
2008年８月　SUIアドバイザリーサー

ビス㈱（現　U&Iアドバイ
ザリーサービス㈱）取締
役（現任）

2016年９月　当社（現　テックファー
ムホールディングス㈱）
社外取締役（監査等委
員）（現任）

－株

（注）１．各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２．小夫みのり氏、大井哲也氏及び田口浩介氏は、社外取締役候補者で

あります。
　・小夫みのり氏は、直接会社経営に関与された経験はありませんが、

人格高潔にして、税理士として会社財務に精通しており、会社経営
を統轄する十分な見識を有しておられることから、監査等委員であ
る社外取締役としての職務を適切に遂行いただけるものと判断し、
選任をお願いするものであります。

　・大井哲也氏は、弁護士としての専門知識・経験等を当社の監査体制
の強化に活かしていただけるものと判断し、選任をお願いするもの
であります。

　・田口浩介氏は、公認会計士としての専門知識・経験等を当社の監査
体制の強化に活かしていただけるものとして選任をお願いするもの
であります。

３．当社は、小夫みのり氏、大井哲也氏及び田口浩介氏との間で、会社
法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責
任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償
責任の限度額は、同法第425条第１項に定める 低責任限度額として
おり、３氏の再任が承認された場合は、３氏との当該契約を継続す
る予定であります。

４．小夫みのり氏、大井哲也氏、田口浩介氏は、現在、当社の監査等委
員である社外取締役でありますが、３氏の在任期間は、本総会終結
の時をもって４年となります。なお、小夫みのり氏及び大井哲也氏
は、過去に当社の業務執行者でない役員（監査役）であったことが
あります。

５．当社は、小夫みのり氏、大井哲也氏、田口浩介氏を東京証券取引所
の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ておりま
す。３氏の再任が承認された場合には、引き続き独立役員とする予
定であります。

以　上

－ 43 －

監査等委員選任議案
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株主総会会場ご案内図

会場：東京都新宿区西新宿三丁目20番２号

東京オペラシティタワー７階　第一・第二会議室

都営大江戸線

西新宿五丁目駅
新宿中央
公園

都営大江戸線
都庁前駅

東京都庁

甲州街道

京王新線

京王線

新宿御苑

代々木公園

初台駅

NTT
東日本ビル水道道路

新国立劇場

東京オペラシティ
タワー

首
都
高
速
中
央
環
状
線

山
手
通
り

渋
谷
区
道

首
都
高
速
４
号
線

代
々
木
駅

Ｊ
Ｒ
線

新
宿
駅

＜交通のご案内＞

京王新線（都営新宿線乗り入れ）「初台駅」東口より徒歩２分

甲州街道・山手通り初台交差点角

＜ご案内＞

株主総会の受付は７階になります。

２階オフィスロビーのエレベーターよりお越しください。

お願い：会場周辺の道路及び駐車場は混雑が予想されますので、お車でのご来

場はご遠慮ください。

地図




